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京都市中京区役所地域力推進室 



第１ 総則 

 

１ 趣旨 

 本仕様書は、京都市中京区役所に係る電力の供給における契約に基づく仕様書である。 

 

２ 用語の定義 

この仕様書において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号による。 

（１）この仕様書において、需要施設とは、当該契約における電力供給場所である京都市中京区役

所をいう。 

（２）供給者とは、当該契約における需要施設への電力の供給を行う者をいい、本市と電力供給契

約を締結する、電気事業法第 2条第 1項第 3号に定義される小売電気事業者をいう。 

（３）託送者とは、供給者が当該契約の需要施設に電力を供給するための、供給者と需要施設の間

の電線路（送電線、配電線、変電所など）を維持、及び運用する電気事業法第 2条第 1項第 9

号に定義される、当該施設を自らの供給区域内とする一般送電事業者をいう。 

（４）電力会社とは、供給者及び託送者の両者をいう。 

（５）電気主任技術者とは、電気事業法第 43 条に基づき選任された主任技術者をいい、当該契約

における需要施設の電気工作物に対して経済産業省近畿経済産業局長に届出されている電気

主任技術者をいう。 

（６）監督員とは、京都市契約事務規則第 39 条に規定する職員をいい、この契約において京都市

中京区役所地域力推進室に所属する職員をいう。 

（７）検査員とは、京都市契約事務規則第 46 条に規定する職員をいい、この契約において京都市

中京区役所地域力推進室総務・防災課長をいう。 

 

第２ 仕様概要等 

当該契約における需要施設の概要と供給電力の仕様は次のとおりとする。ただし、文頭に□や■

のある項目については■のものを適用し、□のものは適用しないものとする。 

１ 需要施設概要 

（１）対象建物      京都市中京区役所 

（２）需要場所      京都市中京区西堀川通御池下る西三坊町５２１番地 

（３）業種及び用途    官公庁 

（４）電気主任技術者   外部委託 

（５）開庁日時      原則として、土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する

休日、1月 2日から 3日、並びに 12月 29日から 31日まで（以下、「閉

庁日」という。）を除く日の、9時から 17時まで。



２ 供給電力の仕様 

（１）電気方式、標準電圧、計量電圧、標準周波数、受電方式、設備容量、蓄熱設備、発熱設備

契約受電設備等 

ア 電気方式               交流 3相 3線式 

イ 標準電圧               6,600V 

ウ 計量電圧               6,600V 

エ 標準周波数              60Hz 

オ 受電方式               1回線受電 

カ 設備容量               1,075kVA 

キ 蓄熱設備                

（ア）蓄熱設備容量            なし 

（イ）蓄熱専用計量装置の計量電圧     なし 

ク 発電設備 

（ア）非常用発電設備           ディーゼル機関発電装置 220V 250kVA 

（イ）常用発電設備            なし 

ケ アンシラリーサービス料金対象容量   なし 

コ 契約受電設備             別紙１（単線結線図）のとおり 

（２）契約電力、予定使用電力量 

ア 契約電力 

（ア）契約電力（常時電力）        298kW 

その 1 月の 30 分最大需要電力と前 11 月の 30 分最大需要電力のうち、いずれか大き

い値をその 1月の契約電力とする。 

（イ）契約電力（予備電力）        なし 

□ 常時供給設備等の補修又は事故により生じた不足電力の補給にあてるため、常時供

給変電所から常時供給電圧と同位の電圧で、予備電線路により受電する。 

□ 常時供給設備等の補修又は事故により生じた不足電力の補給にあてるため、常時供

給変電所以外の変電所から同位の電圧で、予備電線路により受電する。 

イ 予定使用電力量            550,712kWh 

（令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月 31日までの使用量見込み） 

ただし、実際に契約期間中に使用される電力量は、この値を上回り、または下回ること

ができるものとする。また、その予定使用状況については次の各電力使用実績のとおり

とする。 

（ア）各月の電力使用実績（最大需要電力、使用電力量）  別紙２のとおり 

（イ）自家発電設備停止時の補給電力使用実績       なし 

（３）契約期間 

令和 5年 4月 1日 0時から令和 6年 3月 31日 24時まで 

（令和 5年 4月計量日から令和 6年 4月計量日の前日まで） 

（４）需給地点 

■ 需要場所構内に本市が設置した引込高圧開閉器電源側接続点（引込） 



（５）電気工作物の財産分界点 

 需給地点に同じとする。 

（６）保安上の責任分界点 

 需給地点に同じとする。ただし、取引用計量装置は託送者の責任とする。 

（７）計量日及び計量 

ア 各月の計量日は供給者との協議によりあらかじめ定めた日とする。 

イ 計量期間は前月計量日の 0時から当月計量日の前日の 24時までとする。 

ウ 計量は供給者が設置する計量装置により記録された値によるものとする。 

エ 計量日を 1 日以外の任意の日に定めた場合、契約期間の期首及び期末の計量及び計量期

間の取り扱いについては協議によりあらかじめ定めることとする。 

（８）電気料金の算定期間 

 電気の使用に対する代金（以下「電気料金」という。）の算定期間は、前月の計量日から当

該月の計量日の前日までの期間とする。ただし、計量日を 1日以外の任意の日に定めた場合、

契約期間の期首から直後の計量日の前日までの期間、また直前の計量日から契約期間の期末

までの期間の取扱いについては協議によりあらかじめ定めることとする。 

（９）料金制度 

ア 料金制度は、基本料金と電力量料金に基づく二部料金制など供給者にて設定することが

できるものとする。 

イ 供給者は、その 1 月の平均力率により料金の割引、及び割増を行うことができるものと

する。 

ウ 供給者は、電気料金の算定の基礎となる燃料費等の変動により電力料金単価を変更する

必要が生じた場合は、その変動額に応じた料金の割引、及び割増（燃料費調整単価）を行

うことができるものとする。 

エ 再生可能エネルギー発電促進賦課金については、供給者が定める約款の規定によるもの

とし、供給者は、その代金を請求することができるものとする。ただし、入札価格の算定

には、考慮する必要はないものとする。 

オ アンシラリーサービス料金については、供給者が定める約款の規定によるものとし、供

給者は、その代金を請求することができるものとする。ただし、入札価格の算定には、考

慮する必要はないものとする。 

（10）平均力率 

ア 平均力率の算定は、その月の午前 8時から午後 10時までの時間における平均の力率とす

る。単位は％とし、小数点以下第 1 位を四捨五入する。（瞬間力率が進み力率となる場合

には、その瞬間力率は 100％とする。） 

イ 平均力率の算定式は次のとおりとする。 

 平均力率 ＝ 有効電力量 ／ √（（有効電力）²＋（無効電力量）²） 

ウ 契約期間における当該施設の予定平均力率は 100％とする。 



３ 一般事項 

（１）注記事項 

ア 供給者は、仕様書に明記の無い場合又は疑いを生じた場合においては、監督員と協議する。 

イ 供給者は、仕様書によることが困難又は不都合な場合は、監督員と協議する。 

ウ 供給者は、当該契約内容を変更しようとする場合は、監督員と協議のうえ、その承諾を得

る。 

エ 供給者は、本市が締結する別契約の関係業務について監督員の指示により、当該関係者と

協力し業務の円滑な進捗を図る。 

オ 供給者は当該契約に関する業務に伴い、廃材、塵、配線屑等が発生した場合は、そのすべ

てを構外に搬出し、関係法令などに従い適切に処理する。 

（２）連絡体制 

供給者は当該契約締結後速やかに次の内容を記した書類を代表者の記名押印の後、監督員に

提出すること。 

ア 緊急時の連絡体制及び作業体制表 

イ 当該契約担当者名、組織図及び連絡先 

ウ 協議窓口の所在地 

（３）報告 

供給者は計量装置の検針結果をその都度、監督員に報告する。また、当該契約にかかわる不

測の事態が発生した場合などについても早急に監督員に報告し、その指示を受けて調整を行う。 

なお、報告は監督員の承諾を受けた場合を除き、原則として書面にて行う。 

（４）検査 

ア 供給者は、当該契約の内容が完了したときは、検査員の検査を受けなければならない。 

イ 前項の規定により難い場合は、検査員の指示により、中間検査とすることが出来る。 

（５）資料の提供 

ア 供給者は、電力の使用及び電気料金に関する資料を監督員から求められた場合は、速やか

に応じなければならない。 

なお、資料の様式及び提出方法については監督員の指示による。 

イ 供給者は、契約期間の終了に伴い契約期間中の月次毎の契約電力、最大需要電力、使用電

力量等を書面で監督員に提出すること。 

なお、様式及び提出方法については監督員の指示による。 

 

４ その他 

（１）暫定運用について 

通信工事が契約開始までに完了しない場合、通信工事が完了するまでの間については、同時

同量データを運用できない恐れがあるため暫定運用が供給開始の条件となる。 

 

（２）設備の状況及び変更等 

当該契約期間中における需要施設の変更等における技術的な協議については、監督員、電気

主任技術者、供給者及び託送者の 4者によることとし、その決定については 4者の合意による

ものとする。 



（３）負担金等 

供給点変更などに伴う需要施設を除いた託送者設備の工事に係る費用の負担については、原

則として託送者の電気供給約款等に準ずるものとする。また、需要施設の工事、保守点検作業、

不慮の事故等に伴う託送者区分開閉器操作などの電力会社の作業に係る費用は、すべて供給者

の負担とする。 

（４）取引用計量装置 

最大電力及び使用電力量を計量する取引用計量装置（計器用変成器、積算電力量計、遠隔検

針装置などの供給電力の検針に係るすべての設備を含む。）の設置、取替え、移設、並びに撤

去の必要が生じた場合には、その作業及び費用負担は本市の責に帰すべき事由による場合を除

き原則として供給者が行うものとし、その機器類についての保安上の責任はすべて供給者とす

る。ただし、設置場所は需要施設の施設内を無償で貸与する。また、遠隔検針の通信に係る一

切の費用についても、すべて供給者の負担とする。 

（５）送電の停止 

供給者は、電力会社の都合等により契約期間中にやむを得ず当該施設への送電を一時停止す

る必要が生じた場合には、事前に監督員、電気主任技術者と充分な協議を行い、監督員の承諾

を得るものとする。また、電力会社設備の不慮の事故等に伴う当該需要設備への送電停止の際

には、供給者は速やかに監督員、電気主任技術者へその原因、状況、復旧予定などの関連情報

を連絡すること。 

（６）緊急時の対応 

事故等による送電停止などの緊急時には、監督員、電気主任技術者から供給者に確実に連絡

がとれ、現地での復旧作業などの対応が早急に可能な体制を常時設置すること。また、災害等

による送電停止時には、前述の体制で監督員、電気主任技術者、託送者と協議のうえ、復旧作

業に協力を行うこと。 

（７）協議窓口 

当該契約期間中における本市と供給者との契約条件、契約内容変更、需要施設の設備の変更

等に伴う協議窓口は、原則として京都市内とする。ただし、監督員の承諾を得た場合はこの限

りではない。 

 

５ 特記事項等 

（１）使用電力量の増減予定 

当該契約期間内において、当初予定している使用電力量が大幅増減する予定はない。 

（２）計画的な設備改修の予定 

当該契約期間内において、大幅な既存電気設備の変更工事、電力引込の変更を伴う工事、大

規模な仮設電源の供給の計画はない。ただし、災害、緊急性を伴う公共事業、その他予測不可

能な事態が発生した場合はこの限りではない。 

（３）施設の全体停電予定 

自家用電気工作物の年次精密点検のため、毎年 1回、休業日の 9時頃から 17 時頃までの間、 

施設全体停電を行う予定である。 
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（別紙２） 

中京区役所 

 最大電力（ＫＷ） 使用電力量（ＫＷｈ） 

令和４年  １月 ２６６ ６１，６６２ 

      ２月 ２４６ ５４，９２４ 

      ３月 ２２４ ４７，９５２ 

      ４月 ９０ ２８，６７５ 

  ５月 １５７ ２７，４１３ 

      ６月 ２５０ ４３，１４３ 

      ７月 ２６５ ５８，０１５ 

      ８月 ２９８ ６５，１４５ 

      ９月 ２６０ ４７，８６４ 

     １０月 １８９ ３０，０２３ 

     １１月 １４４ ２９，４５８ 

令和３年 １２月 ２４４ ５６，４３８ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

電 力 の供 給 に係 る仕 様 書 

 

（ 京 都 市 東 山 区 役 所 ・ 北 館 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市東山区役所地域力推進室 



第１ 総則 

 

１ 趣旨 

 本仕様書は、京都市東山区役所・北館に係る電力の供給における契約に基づく仕様書である。 

 

２ 用語の定義 

この仕様書において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号による。 

（１）この仕様書において、需要施設とは、当該契約における電力供給場所である京都市東山区役

所・北館をいう。 

（２）供給者とは、当該契約における需要施設への電力の供給を行う者をいい、本市と電力供給契

約を締結する、電気事業法第 2条第 1項第 3号に定義される小売電気事業者をいう。 

（３）託送者とは、供給者が当該契約の需要施設に電力を供給するための、供給者と需要施設の間

の電線路（送電線、配電線、変電所など）を維持、及び運用する電気事業法第 2条第 1項第 9

号に定義される、当該施設を自らの供給区域内とする一般送電事業者をいう。 

（４）電力会社とは、供給者及び託送者の両者をいう。 

（５）電気主任技術者とは、電気事業法第 43 条に基づき選任された主任技術者をいい、当該契約

における需要施設の電気工作物に対して経済産業省近畿経済産業局長に届出されている電気

主任技術者をいう。 

（６）監督員とは、京都市契約事務規則第 39 条に規定する職員をいい、この契約において京都市

東山区役所地域力推進室に所属する職員をいう。 

（７）検査員とは、京都市契約事務規則第 46 条に規定する職員をいい、この契約において京都市

東山区役所地域力推進室総務・防災課長をいう。 

 

第２ 仕様概要等 

当該契約における需要施設の概要と供給電力の仕様は次のとおりとする。ただし、文頭に□や■

のある項目については■のものを適用し、□のものは適用しないものとする。 

１ 需要施設概要 

（１）対象建物      京都市東山区役所・北館 

（２）需要場所      京都市東山区清水五丁目１３０番６ 

（３）業種及び用途    官公庁 

（４）電気主任技術者   外部委託 

（５）開庁日時      原則として、土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する

休日、1月 2日から 3日、並びに 12月 29日から 31日まで（以下、「閉

庁日」という。）を除く日の、9時から 17時まで。



２ 供給電力の仕様 

（１）電気方式、標準電圧、計量電圧、標準周波数、受電方式、設備容量、蓄熱設備、発熱設備

契約受電設備等 

ア 電気方式               交流 3相 3線式 

イ 標準電圧               6,600V 

ウ 計量電圧               6,600V 

エ 標準周波数              60Hz 

オ 受電方式               1回線受電 

カ 設備容量               1,500kVA 

キ 蓄熱設備                

（ア）蓄熱設備容量            なし 

（イ）蓄熱専用計量装置の計量電圧     なし 

ク 発電設備 

（ア）非常用発電設備           ディーゼル機関発電装置 3φ3w6600V 500kVA 

（イ）常用発電設備            太陽電池 54kw 

ケ アンシラリーサービス料金対象容量   なし 

コ 契約受電設備             別紙１（単線結線図）のとおり 

（２）契約電力、予定使用電力量 

ア 契約電力 

（ア）契約電力（常時電力）        340kW 

その 1 月の 30 分最大需要電力と前 11 月の 30 分最大需要電力のうち、いずれか大き

い値をその 1月の契約電力とする。 

（イ）契約電力（予備電力）        なし 

□ 常時供給設備等の補修又は事故により生じた不足電力の補給にあてるため、常時供

給変電所から常時供給電圧と同位の電圧で、予備電線路により受電する。 

□ 常時供給設備等の補修又は事故により生じた不足電力の補給にあてるため、常時供

給変電所以外の変電所から同位の電圧で、予備電線路により受電する。 

イ 予定使用電力量            896,681kWh 

 （令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月 31日までの使用量見込み） 

ただし、実際に契約期間中に使用される電力量は、この値を上回り、または下回ること

ができるものとする。また、その予定使用状況については次の各電力使用実績のとおり

とする。 

（ア）各月の電力使用実績（最大需要電力、使用電力量）  別紙２のとおり 

（イ）自家発電設備停止時の補給電力使用実績       なし 

（３）契約期間 

令和 5年 4月 1日 0時から令和 6年 3月 31日 24時まで 

（令和 5年 4月計量日から令和 6年 4月計量日の前日まで） 

（４）需給地点 

■ 需要場所構内に本市が設置した引込高圧開閉器電源側接続点（引込） 



（５）電気工作物の財産分界点 

 需給地点に同じとする。 

（６）保安上の責任分界点 

 需給地点に同じとする。ただし、取引用計量装置は託送者の責任とする。 

（７）計量日及び計量 

ア 各月の計量日は供給者との協議によりあらかじめ定めた日とする。 

イ 計量期間は前月計量日の 0時から当月計量日の前日の 24時までとする。 

ウ 計量は供給者が設置する計量装置により記録された値によるものとする。 

エ 計量日を 1 日以外の任意の日に定めた場合、契約期間の期首及び期末の計量及び計量期

間の取り扱いについては協議によりあらかじめ定めることとする。 

（８）電気料金の算定期間 

 電気の使用に対する代金（以下「電気料金」という。）の算定期間は、前月の計量日から当

該月の計量日の前日までの期間とする。ただし、計量日を 1日以外の任意の日に定めた場合、

契約期間の期首から直後の計量日の前日までの期間、また直前の計量日から契約期間の期末

までの期間の取扱いについては協議によりあらかじめ定めることとする。 

（９）料金制度 

ア 料金制度は、基本料金と電力量料金に基づく二部料金制など供給者にて設定することが

できるものとする。 

イ 供給者は、その 1 月の平均力率により料金の割引、及び割増を行うことができるものと

する。 

ウ 供給者は、電気料金の算定の基礎となる燃料費等の変動により電力料金単価を変更する

必要が生じた場合は、その変動額に応じた料金の割引、及び割増（燃料費調整単価）を行

うことができるものとする。 

エ 再生可能エネルギー発電促進賦課金については、供給者が定める約款の規定によるもの

とし、供給者は、その代金を請求することができるものとする。ただし、入札価格の算定

には、考慮する必要はないものとする。 

オ アンシラリーサービス料金については、供給者が定める約款の規定によるものとし、供

給者は、その代金を請求することができるものとする。ただし、入札価格の算定には、考

慮する必要はないものとする。 

（10）平均力率 

ア 平均力率の算定は、その月の午前 8時から午後 10時までの時間における平均の力率とす

る。単位は％とし、小数点以下第 1 位を四捨五入する。（瞬間力率が進み力率となる場合

には、その瞬間力率は 100％とする。） 

イ 平均力率の算定式は次のとおりとする。 

 平均力率 ＝ 有効電力量 ／ √（（有効電力）²＋（無効電力量）²） 

ウ 契約期間における当該施設の予定平均力率は 100％とする。 



３ 一般事項 

（１）注記事項 

ア 供給者は、仕様書に明記の無い場合又は疑いを生じた場合においては、監督員と協議する。 

イ 供給者は、仕様書によることが困難又は不都合な場合は、監督員と協議する。 

ウ 供給者は、当該契約内容を変更しようとする場合は、監督員と協議のうえ、その承諾を得

る。 

エ 供給者は、本市が締結する別契約の関係業務について監督員の指示により、当該関係者と

協力し業務の円滑な進捗を図る。 

オ 供給者は当該契約に関する業務に伴い、廃材、塵、配線屑等が発生した場合は、そのすべ

てを構外に搬出し、関係法令などに従い適切に処理する。 

（２）連絡体制 

供給者は当該契約締結後速やかに次の内容を記した書類を代表者の記名押印の後、監督員に

提出すること。 

ア 緊急時の連絡体制及び作業体制表 

イ 当該契約担当者名、組織図及び連絡先 

ウ 協議窓口の所在地 

（３）報告 

供給者は計量装置の検針結果をその都度、監督員に報告する。また、当該契約にかかわる不

測の事態が発生した場合などについても早急に監督員に報告し、その指示を受けて調整を行う。 

なお、報告は監督員の承諾を受けた場合を除き、原則として書面にて行う。 

（４）検査 

ア 供給者は、当該契約の内容が完了したときは、検査員の検査を受けなければならない。 

イ 前項の規定により難い場合は、検査員の指示により、中間検査とすることが出来る。 

（５）資料の提供 

ア 供給者は、電力の使用及び電気料金に関する資料を監督員から求められた場合は、速やか

に応じなければならない。 

なお、資料の様式及び提出方法については監督員の指示による。 

イ 供給者は、契約期間の終了に伴い契約期間中の月次毎の契約電力、最大需要電力、使用電

力量等を書面で監督員に提出すること。 

なお、様式及び提出方法については監督員の指示による。 

 

４ その他 

（１）暫定運用について 

通信工事が契約開始までに完了しない場合、通信工事が完了するまでの間については、同時

同量データを運用できない恐れがあるため暫定運用が供給開始の条件となる。 

 

（２）設備の状況及び変更等 

当該契約期間中における需要施設の変更等における技術的な協議については、監督員、電気

主任技術者、供給者及び託送者の 4者によることとし、その決定については 4者の合意による

ものとする。 



（３）負担金等 

供給点変更などに伴う需要施設を除いた託送者設備の工事に係る費用の負担については、原

則として託送者の電気供給約款等に準ずるものとする。また、需要施設の工事、保守点検作業、

不慮の事故等に伴う託送者区分開閉器操作などの電力会社の作業に係る費用は、すべて供給者

の負担とする。 

（４）取引用計量装置 

最大電力及び使用電力量を計量する取引用計量装置（計器用変成器、積算電力量計、遠隔検

針装置などの供給電力の検針に係るすべての設備を含む。）の設置、取替え、移設、並びに撤

去の必要が生じた場合には、その作業及び費用負担は本市の責に帰すべき事由による場合を除

き原則として供給者が行うものとし、その機器類についての保安上の責任はすべて供給者とす

る。ただし、設置場所は需要施設の施設内を無償で貸与する。また、遠隔検針の通信に係る一

切の費用についても、すべて供給者の負担とする。 

（５）送電の停止 

供給者は、電力会社の都合等により契約期間中にやむを得ず当該施設への送電を一時停止す

る必要が生じた場合には、事前に監督員、電気主任技術者と充分な協議を行い、監督員の承諾

を得るものとする。また、電力会社設備の不慮の事故等に伴う当該需要設備への送電停止の際

には、供給者は速やかに監督員、電気主任技術者へその原因、状況、復旧予定などの関連情報

を連絡すること。 

（６）緊急時の対応 

事故等による送電停止などの緊急時には、監督員、電気主任技術者から供給者に確実に連絡

がとれ、現地での復旧作業などの対応が早急に可能な体制を常時設置すること。また、災害等

による送電停止時には、前述の体制で監督員、電気主任技術者、託送者と協議のうえ、復旧作

業に協力を行うこと。 

（７）協議窓口 

当該契約期間中における本市と供給者との契約条件、契約内容変更、需要施設の設備の変更

等に伴う協議窓口は、原則として京都市内とする。ただし、監督員の承諾を得た場合はこの限

りではない。 

 

５ 特記事項等 

（１）使用電力量の増減予定 

当該契約期間内において、当初予定している使用電力量が大幅増減する予定はない。 

（２）計画的な設備改修の予定 

当該契約期間内において、大幅な既存電気設備の変更工事、電力引込の変更を伴う工事、大

規模な仮設電源の供給の計画はない。ただし、災害、緊急性を伴う公共事業、その他予測不可

能な事態が発生した場合はこの限りではない。 

（３）施設の全体停電予定 

自家用電気工作物の年次精密点検のため、毎年 1回、休業日の 9時頃から 17 時頃までの間、 

施設全体停電を行う予定である。 





 

（別紙２） 

東山区役所・北館 

 最大電力（ＫＷ） 使用電力量（ＫＷｈ） 

令和４年  １月 285 78,093 

      ２月 274 73,027 

      ３月 258 72,848 

      ４月 220 55,403 

  ５月 292 58,419 

      ６月 300 84,161 

      ７月 340 100,552 

      ８月 323 100,197 

      ９月 323 88,467 

     １０月 242 56,476 

     １１月 238 55,309 

令和３年 １２月 275 73,729 
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京都市東山区役所地域力推進室 



第１ 総則 

 

１ 趣旨 

 本仕様書は、京都市東山区役所・南館に係る電力の供給における契約に基づく仕様書である。 

 

２ 用語の定義 

この仕様書において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号による。 

（１）この仕様書において、需要施設とは、当該契約における電力供給場所である京都市東山区役

所・南館をいう。 

（２）供給者とは、当該契約における需要施設への電力の供給を行う者をいい、本市と電力供給契

約を締結する、電気事業法第 2条第 1項第 3号に定義される小売電気事業者をいう。 

（３）託送者とは、供給者が当該契約の需要施設に電力を供給するための、供給者と需要施設の間

の電線路（送電線、配電線、変電所など）を維持、及び運用する電気事業法第 2条第 1項第 9

号に定義される、当該施設を自らの供給区域内とする一般送電事業者をいう。 

（４）電力会社とは、供給者及び託送者の両者をいう。 

（５）電気主任技術者とは、電気事業法第 43 条に基づき選任された主任技術者をいい、当該契約

における需要施設の電気工作物に対して経済産業省近畿経済産業局長に届出されている電気

主任技術者をいう。 

（６）監督員とは、京都市契約事務規則第 39 条に規定する職員をいい、この契約において京都市

東山区役所地域力推進室に所属する職員をいう。 

（７）検査員とは、京都市契約事務規則第 46 条に規定する職員をいい、この契約において京都市

東山区役所地域力推進室総務・防災課長をいう。 

 

第２ 仕様概要等 

当該契約における需要施設の概要と供給電力の仕様は次のとおりとする。ただし、文頭に□や■

のある項目については■のものを適用し、□のものは適用しないものとする。 

１ 需要施設概要 

（１）対象建物      京都市東山区役所・南館 

（２）需要場所      京都市東山区清水五丁目１３０番６ 

（３）業種及び用途    官公庁 

（４）電気主任技術者   外部委託 

（５）開庁日時      原則として、土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する

休日、1月 2日から 3日、並びに 12月 29日から 31日まで（以下、「閉

庁日」という。）を除く日の、9時から 17時まで。



２ 供給電力の仕様 

（１）電気方式、標準電圧、計量電圧、標準周波数、受電方式、設備容量、蓄熱設備、発熱設備

契約受電設備等 

ア 電気方式               交流 3相 3線式 

イ 標準電圧               6,600V 

ウ 計量電圧               6,600V 

エ 標準周波数              60Hz 

オ 受電方式               1回線受電 

カ 設備容量               450kVA 

キ 蓄熱設備                

（ア）蓄熱設備容量            なし 

（イ）蓄熱専用計量装置の計量電圧     なし 

ク 発電設備 

（ア）非常用発電設備           ディーゼル機関発電装置 3φ3w210V 100kVA 

（イ）常用発電設備            なし 

ケ アンシラリーサービス料金対象容量   なし 

コ 契約受電設備             別紙１（単線結線図）のとおり 

（２）契約電力、予定使用電力量 

ア 契約電力 

（ア）契約電力（常時電力）        168kW 

その 1 月の 30 分最大需要電力と前 11 月の 30 分最大需要電力のうち、いずれか大き

い値をその 1月の契約電力とする。 

（イ）契約電力（予備電力）        なし 

□ 常時供給設備等の補修又は事故により生じた不足電力の補給にあてるため、常時供

給変電所から常時供給電圧と同位の電圧で、予備電線路により受電する。 

□ 常時供給設備等の補修又は事故により生じた不足電力の補給にあてるため、常時供

給変電所以外の変電所から同位の電圧で、予備電線路により受電する。 

イ 予定使用電力量            333,276kWh 

（令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月 31日までの使用量見込み） 

ただし、実際に契約期間中に使用される電力量は、この値を上回り、または下回ること

ができるものとする。また、その予定使用状況については次の各電力使用実績のとおり

とする。 

（ア）各月の電力使用実績（最大需要電力、使用電力量）  別紙２のとおり 

（イ）自家発電設備停止時の補給電力使用実績       なし 

（３）契約期間 

令和 5年 4月 1日 0時から令和 6年 3月 31日 24時まで 

（令和 5年 4月計量日から令和 6年 4月計量日の前日まで） 

（４）需給地点 

■ 需要場所構内に本市が設置した引込高圧開閉器電源側接続点（引込） 



（５）電気工作物の財産分界点 

 需給地点に同じとする。 

（６）保安上の責任分界点 

 需給地点に同じとする。ただし、取引用計量装置は託送者の責任とする。 

（７）計量日及び計量 

ア 各月の計量日は供給者との協議によりあらかじめ定めた日とする。 

イ 計量期間は前月計量日の 0時から当月計量日の前日の 24時までとする。 

ウ 計量は供給者が設置する計量装置により記録された値によるものとする。 

エ 計量日を 1 日以外の任意の日に定めた場合、契約期間の期首及び期末の計量及び計量期

間の取り扱いについては協議によりあらかじめ定めることとする。 

（８）電気料金の算定期間 

 電気の使用に対する代金（以下「電気料金」という。）の算定期間は、前月の計量日から当

該月の計量日の前日までの期間とする。ただし、計量日を 1日以外の任意の日に定めた場合、

契約期間の期首から直後の計量日の前日までの期間、また直前の計量日から契約期間の期末

までの期間の取扱いについては協議によりあらかじめ定めることとする。 

（９）料金制度 

ア 料金制度は、基本料金と電力量料金に基づく二部料金制など供給者にて設定することが

できるものとする。 

イ 供給者は、その 1 月の平均力率により料金の割引、及び割増を行うことができるものと

する。 

ウ 供給者は、電気料金の算定の基礎となる燃料費等の変動により電力料金単価を変更する

必要が生じた場合は、その変動額に応じた料金の割引、及び割増（燃料費調整単価）を行

うことができるものとする。 

エ 再生可能エネルギー発電促進賦課金については、供給者が定める約款の規定によるもの

とし、供給者は、その代金を請求することができるものとする。ただし、入札価格の算定

には、考慮する必要はないものとする。 

オ アンシラリーサービス料金については、供給者が定める約款の規定によるものとし、供

給者は、その代金を請求することができるものとする。ただし、入札価格の算定には、考

慮する必要はないものとする。 

（10）平均力率 

ア 平均力率の算定は、その月の午前 8時から午後 10時までの時間における平均の力率とす

る。単位は％とし、小数点以下第 1 位を四捨五入する。（瞬間力率が進み力率となる場合

には、その瞬間力率は 100％とする。） 

イ 平均力率の算定式は次のとおりとする。 

 平均力率 ＝ 有効電力量 ／ √（（有効電力）²＋（無効電力量）²） 

ウ 契約期間における当該施設の予定平均力率は 100％とする。 



３ 一般事項 

（１）注記事項 

ア 供給者は、仕様書に明記の無い場合又は疑いを生じた場合においては、監督員と協議する。 

イ 供給者は、仕様書によることが困難又は不都合な場合は、監督員と協議する。 

ウ 供給者は、当該契約内容を変更しようとする場合は、監督員と協議のうえ、その承諾を得

る。 

エ 供給者は、本市が締結する別契約の関係業務について監督員の指示により、当該関係者と

協力し業務の円滑な進捗を図る。 

オ 供給者は当該契約に関する業務に伴い、廃材、塵、配線屑等が発生した場合は、そのすべ

てを構外に搬出し、関係法令などに従い適切に処理する。 

（２）連絡体制 

供給者は当該契約締結後速やかに次の内容を記した書類を代表者の記名押印の後、監督員に

提出すること。 

ア 緊急時の連絡体制及び作業体制表 

イ 当該契約担当者名、組織図及び連絡先 

ウ 協議窓口の所在地 

（３）報告 

供給者は計量装置の検針結果をその都度、監督員に報告する。また、当該契約にかかわる不

測の事態が発生した場合などについても早急に監督員に報告し、その指示を受けて調整を行う。 

なお、報告は監督員の承諾を受けた場合を除き、原則として書面にて行う。 

（４）検査 

ア 供給者は、当該契約の内容が完了したときは、検査員の検査を受けなければならない。 

イ 前項の規定により難い場合は、検査員の指示により、中間検査とすることが出来る。 

（５）資料の提供 

ア 供給者は、電力の使用及び電気料金に関する資料を監督員から求められた場合は、速やか

に応じなければならない。 

なお、資料の様式及び提出方法については監督員の指示による。 

イ 供給者は、契約期間の終了に伴い契約期間中の月次毎の契約電力、最大需要電力、使用電

力量等を書面で監督員に提出すること。 

なお、様式及び提出方法については監督員の指示による。 

 

４ その他 

（１）暫定運用について 

通信工事が契約開始までに完了しない場合、通信工事が完了するまでの間については、同時

同量データを運用できない恐れがあるため暫定運用が供給開始の条件となる。 

 

（２）設備の状況及び変更等 

当該契約期間中における需要施設の変更等における技術的な協議については、監督員、電気

主任技術者、供給者及び託送者の 4者によることとし、その決定については 4者の合意による

ものとする。 



（３）負担金等 

供給点変更などに伴う需要施設を除いた託送者設備の工事に係る費用の負担については、原

則として託送者の電気供給約款等に準ずるものとする。また、需要施設の工事、保守点検作業、

不慮の事故等に伴う託送者区分開閉器操作などの電力会社の作業に係る費用は、すべて供給者

の負担とする。 

（４）取引用計量装置 

最大電力及び使用電力量を計量する取引用計量装置（計器用変成器、積算電力量計、遠隔検

針装置などの供給電力の検針に係るすべての設備を含む。）の設置、取替え、移設、並びに撤

去の必要が生じた場合には、その作業及び費用負担は本市の責に帰すべき事由による場合を除

き原則として供給者が行うものとし、その機器類についての保安上の責任はすべて供給者とす

る。ただし、設置場所は需要施設の施設内を無償で貸与する。また、遠隔検針の通信に係る一

切の費用についても、すべて供給者の負担とする。 

（５）送電の停止 

供給者は、電力会社の都合等により契約期間中にやむを得ず当該施設への送電を一時停止す

る必要が生じた場合には、事前に監督員、電気主任技術者と充分な協議を行い、監督員の承諾

を得るものとする。また、電力会社設備の不慮の事故等に伴う当該需要設備への送電停止の際

には、供給者は速やかに監督員、電気主任技術者へその原因、状況、復旧予定などの関連情報

を連絡すること。 

（６）緊急時の対応 

事故等による送電停止などの緊急時には、監督員、電気主任技術者から供給者に確実に連絡

がとれ、現地での復旧作業などの対応が早急に可能な体制を常時設置すること。また、災害等

による送電停止時には、前述の体制で監督員、電気主任技術者、託送者と協議のうえ、復旧作

業に協力を行うこと。 

（７）協議窓口 

当該契約期間中における本市と供給者との契約条件、契約内容変更、需要施設の設備の変更

等に伴う協議窓口は、原則として京都市内とする。ただし、監督員の承諾を得た場合はこの限

りではない。 

 

５ 特記事項等 

（１）使用電力量の増減予定 

当該契約期間内において、当初予定している使用電力量が大幅増減する予定はない。 

（２）計画的な設備改修の予定 

当該契約期間内において、大幅な既存電気設備の変更工事、電力引込の変更を伴う工事、大

規模な仮設電源の供給の計画はない。ただし、災害、緊急性を伴う公共事業、その他予測不可

能な事態が発生した場合はこの限りではない。 

（３）施設の全体停電予定 

自家用電気工作物の年次精密点検のため、毎年 1回、休業日の 9時頃から 17 時頃までの間、 

施設全体停電を行う予定である。 
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(R付)

7.2kV 200A
LBS

TR-1 1Φ3W
100kVA
6600/210-105V

PC×2
7.2kA 30A

TR-3 3Φ3W
150kVA
6600/210V

ZCT-3

TR-4 3Φ3W
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6600/210V

ZCT-4

PC×3
7.2kA 30A

CH

7.2kV

※1

CT×2

CH

6kV EM-CET 38□
LA×3

既設IV 14□

PAS付属制御ｹｰﾌﾞﾙ
PDC14□

(95m)

※制御ｹｰﾌﾞﾙは製造ﾒｰｶｰの仕様に従うこと。

（素通し）

【TB-BT1(SUS製,WP)】
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183kW
契約電力

(100A)
PCT WHM

100VA
6600/110V
VT×2

40kA
7.2kV T1A
PF×4

DS
7.2kV

12.5kA
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VCB
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I >

MCCB 3P

FPC150°-3C

MCCB 3P

FPC100°-3C
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400AF/300AT

MCCB 3P

0～400A

400AF/300AT

発電機 1800rpm
EG

G

【軽油:(燃費)28.5L/H】

Hz

V

A
400/5A
CT×2

0～300V

225AF/200AT

FPC200°-3C

30kVA

FPC38°-3C FPC38°-3C

(3A) (3A)
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関電柱
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ｺﾝｸﾘｰﾄ柱 12m 500kg
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京都市東山区総合庁舎整備工事

ただし，南館高圧受変電設備改修工事

⑤

栓形F×3 栓形F×3 栓形F×3 栓形F×3

　改修内容

VS

A
AS

0～75APF W

900kW
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0～9000VV

CTD

200/5A
CT×2

⑬ ⑬
CT×2
400/5A

⑪

　　高圧方向地絡継電器DGR(PAS付属品 SOG 屋内埋込型)の新設。

　　・PAS(7.2kV 300A 3P 12.5kA 方向性 SOG機能付 屋外 SUS製 ﾓｰﾙﾄﾞｺｰﾝﾌﾞｯｼﾝｸﾞ)×1，抱き

③

③

③

③

④

 ① 柱上高圧気中負荷開閉器(PAS)(腕金等含む)及びPAS付属制御ｹｰﾌﾞﾙの新設。

⑤

⑤

⑤ ⑤

⑥

7.2kV 200A
LBS

(PF:G30A) (PF:T20A)

⑥

(PF:T15A)
7.2kV 200A
LBS

⑥

(PF:T20A)

7.2kV 200A
LBS

 ⑩ 高圧CT並びに高圧VTの新設。

　　・高圧CT(6.9kV 40VA 75/5A 過電流定数n>10,過電流強度75)×2の新設。

　　・高圧VT(6.9kV 100VA ﾋｭｰｽﾞ含)×2の新設。

 ⑪ 電圧計(0-300V)及び電圧計切替ｽｲｯﾁ(VS)の新設(6組)。

　　・電圧計(1.5級,110角，広角度計器)及び電圧計切替ｽｲｯﾁの新設。

 ⑫ 電流計及び電流計切替ｽｲｯﾁ(AS)の新設(6組)。

　　・電子式電流ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾒｰﾀｰ(1.5級,110角，警報接点付,瞬時計併用,10分間)及び電流計切替ｽｲｯﾁ

　　　新設。

⑭

⑭

⑭

⑭

⑭

⑭

⑭ ⑭ ⑭

⑭

⑭

⑭

⑭

EM-CET 100□⑮ EM-CET200□⑮

C
u
5
0
×
3
(
立
下
部

)

C
u
5
0
×
3
(
立
下

部
)

（改修）高圧受変電設備 単線結線図

 ⑬ 低圧計器用変流器(CT)の新設。

　　・CT(200/5A×2,300/5A×2,400/5A×2,500/5A×2,750/5A×2,800/5A×2：角胴貫通型)の新設。

 ⑭ KIP電線等の新設。

　　・高圧母線から各高圧機器(VCB,PC,LBS,SC,TR等)間のKIP電線等の新設。(高圧碍子含)

 ⑮ 変圧器二次側配線の新設。

　　・ケーブル(EM-IE100□,200□)×1 並びにﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ導体の新設。

　　・盤面加工(開口蓋含)，裏面(ｱﾀﾞﾌﾟﾀｰ含)配線（制御回路含）等・・・1式

　　・配線工事(制御用電線(EM-IE)，高圧ｹｰﾌﾞﾙ(EM-CET)端末処理含)等・・・1式

 ⑯ 上記①から⑮の機器，器具新設には下記工事を含む。

　　・PC，LBSの一次側(母線):38□，二次側:14□以上

（発電機室内）

ﾀﾞﾌﾞﾙｽﾛｰ

（注記事項）

　１．図中太線の機器及び配線が今回工事を示し，細線部分は既設現状のままを示す。

　３．図中に記載なくとも，機器取替に伴い配線の取替，延長が必要な場合は，請負者の負担にて施工

　　すること。

　４．運転重量が１００㎏を超える機器は機器固定の耐震計算書を提出すること。

　６．各ﾋｭｰｽﾞの容量は参考とし，ﾒｰｶｰ推奨品を使用すること。各ﾋｭｰｽﾞの予備品は100％納入すること。

　７．工事着手前に調査し，監督員及び電気主任技術者と綿密に打合せを行い，高圧停電，復電時は

　　電気主任技術者の立会いを求めること。（費用は本工事に含む）

　　なお，仮設の電源の必要範囲及び機器については再度，監督員と協議すること。

    とし延べ2日間(平成29年2月25日(土)，26日(日))とするが，日程については再度施設管理者の

　　了承を得ること。

EM-IE 200□

EM-IE 150□ EM-IE 250□

　　　また，フレーム，機器支持材，銅バー，電気室内引留碍子等の取替並びに各機器のＡ種，Ｂ

　　　種，Ｄ種接地線(EM-IE線)の接続替えを含む。

(参考:EM-CEES 1.25□-9C新設)

　　　腕金×1，PAS付属ｹｰﾌﾞﾙ(製造ﾒｰｶｰの仕様に従うこと(参考：EM-CEES 1.25□-9C))の新設。

発電機切替盤
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　　・地絡継電器(DGR,屋内埋込型 PAS付属品)の新設。

 ② 高圧引込ｹｰﾌﾞﾙ(6kV EM-CET38□(屋内，屋外の端末処理含)，ｹｰﾌﾞﾙ長:95m)の新設。

　　碍子等含む)並びに避雷器用高圧絶縁電線,接地線の新設。

 ③ 屋外用避雷器(直列ｷﾞｬｯﾌﾟ付)(LA)と屋外用避雷器用高圧ｶｯﾄｱｳﾄｽｲｯﾁ(PC)(腕金及び高圧ﾋﾟﾝ

　　・LA×3(8.4kV),PC×3)(7.2kV 50A素通),PCD14□×3,IV14□×1，抱き腕金×2，高圧ﾋﾟﾝ碍子

　　　×6の新設。

 ⑤ 高圧真空遮断器(VCB)×1の新設。

　　・VCB(7.2kV 3P 600A 12.5kA,手動ﾊﾞﾈ操作,パネル取付形，コンデンサ引外し式（電源装置

　　　:CTDを含む））×1,OCR(MOC-A1V-R相当品 静止型 瞬時要素付 盤面取付)×1,27R(MUC-A1V

　　　-R相当品 盤面取付)×1の新設。

　　　（注）VCBの新設において，既設制御回路(動作表示灯含)は流用する。

 ⑦ 単相・三相変圧器(2014ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ 油入自冷式 耐震ｽﾄｯﾊﾟｰ付防振ｺﾞﾑ)の新設。

　　・福祉，消防電灯用・・・・・1φ3W 6600/210-105V   100kVA 1台

　　・福祉動力用・・・・・・・・3φ3W 6600/210V       150kVA 1台

　　・消防動力，共用動力用・・・3φ3W 6600/210V       200kVA 1台

 ⑥ 高圧交流負荷開閉器(LBS)×4の新設(ﾋｭｰｽﾞ共)。…変圧器，ｺﾝﾃﾞﾝｻ用

　　SR(3φ 6.6kVL=6%対応品)×1の新設。

　　・LBS(7.2kV 3P 200A 12.5kA ｽﾄﾗｲｶｰ引き外し機構付,相間・側面ﾊﾞﾘｱ付)の新設。

 ⑧ 高圧ｺﾝﾃﾞﾝｻ(SC 3φ 6.6kV L=6%対応品 放電抵抗付)×1，高圧進相コンデンサ用直列ﾘｱｸﾄﾙ

 ④ 断路器(DS 7.2kV 400A 12.5kA 三極単投，相間・側面ﾊﾞﾘｱ付)×1の新設。

※1

※2

※2

　２．復電前に耐電圧，絶縁抵抗(高圧，一部低圧)，保護継電器試験等必要な各種試験を行うこと。

　５．適切な個所（変圧器本体並びに二次側以降）にサーモラベルを貼付けること。

CT×2
600/5A

0～600A
500/5A

0～500A0～600A
600/5A

LGR
⑨

Z1
ZCT-1

Z3 Z4

（IV 8□）

⑨

ZCT-6Z6

Z1,3,4,6

　　・高圧ｺﾝﾃﾞﾝｻ(油入)100kvar×1台の新設。

　　・高圧進相ｺﾝﾃﾞﾝｻ用ﾘｱｸﾄﾙ(油入)100kvar×1台の新設。

　８．停電作業中は，消防署用に仮設電源(三相 100kVA,単相 1kVA各1台)を準備すること。(延べ2日)

　10．上記停電日のほかに，変圧器のPCB含有調査のために1日停電日（1月の日曜日）を予定しして

　11．事前に停電計画書を作成し，監督員に提出すること。

　９．作業時間は，8時から18時までとする。停電時間は休日午前9時から午後5時まで

　　・LBS用ﾋｭｰｽﾞ(G30A×3,T15A×3,T20A×5)の新設。

　　いる。消防署用に仮設電源(単相 1kVA 2台，1時間程度)を準備すること。

C
u
5
0
×
6

 ⑨ 漏電火災警報器(LGR：4回路，集合型角胴埋込型)，零相変流器(ZCT)×4の新設。

　　盤面切込加工含む。

　　　長谷川電機工業　　RPC-4B + PG4A　　　  BRL-A30

　　　オムロン　　　　　AGU-U2　　　　　　　 OTG-LA

　　　河村電器　　　　　LGR5S     　　　　　 ZCT 1S

　　　メーカー　　　　　　　LGR　　　　  　　　ZCT



 

（別紙２） 

東山区役所・南館 

 最大電力（ＫＷ） 使用電力量（ＫＷｈ） 

令和４年  １月 163 40,609 

      ２月 152 36,544 

      ３月 143 28,578 

      ４月 102 16,481 

  ５月 78 16,286 

      ６月 146 24,766 

      ７月 147 35,477 

      ８月 159 40,290 

      ９月 152 30,637 

     １０月 101 16,515 

     １１月 55 15,547 

令和３年 １２月 168 31,546 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

電 力 の供 給 に係 る仕 様 書 

 

（ 京 都 市 山 科 区 役 所 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市山科区役所地域力推進室 



第１ 総則 

 

１ 趣旨 

 本仕様書は、京都市山科区役所に係る電力の供給における契約に基づく仕様書である。 

 

２ 用語の定義 

この仕様書において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号による。 

（１） この仕様書において、需要施設とは、当該契約における電力供給場所である京都市山科区

役所をいう。 

（２）供給者とは、当該契約における需要施設への電力の供給を行う者をいい、本市と電力供給契

約を締結する、電気事業法第 2条第 1項第 3号に定義される小売電気事業者をいう。 

（３）託送者とは、供給者が当該契約の需要施設に電力を供給するための、供給者と需要施設の間

の電線路（送電線、配電線、変電所など）を維持、及び運用する電気事業法第 2条第 1項第 9

号に定義される、当該施設を自らの供給区域内とする一般送電事業者をいう。 

（４）電力会社とは、供給者及び託送者の両者をいう。 

（５）電気主任技術者とは、電気事業法第 43 条に基づき選任された主任技術者をいい、当該契約

における需要施設の電気工作物に対して経済産業省近畿経済産業局長に届出されている電気

主任技術者をいう。 

（６）監督員とは、京都市契約事務規則第 39 条に規定する職員をいい、この契約において京都市

山科区役所地域力推進室に所属する職員をいう。 

（７）検査員とは、京都市契約事務規則第 46 条に規定する職員をいい、この契約において京都市

山科区役所地域力推進室総務・防災課長をいう。 

 

第２ 仕様概要等 

当該契約における需要施設の概要と供給電力の仕様は次のとおりとする。ただし、文頭に□や■

のある項目については■のものを適用し、□のものは適用しないものとする。 

１ 需要施設概要 

（１）対象建物      京都市山科区役所 

（２）需要場所      京都市山科区椥辻池尻町１４－２ 

（３）業種及び用途    官公庁 

（４）電気主任技術者   外部委託 

（５）開庁日時      原則として、土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する

休日、1月 2日から 3日、並びに 12月 29日から 31日まで（以下、「閉

庁日」という。）を除く日の、9時から 17時まで。



２ 供給電力の仕様 

（１）電気方式、標準電圧、計量電圧、標準周波数、受電方式、設備容量、蓄熱設備、発熱設備

契約受電設備等 

ア 電気方式               交流 3相 3線式 

イ 標準電圧               6、600V 

ウ 計量電圧               6、600V 

エ 標準周波数              60Hz 

オ 受電方式               1回線受電 

カ 設備容量               650kVA 

キ 蓄熱設備                

（ア）蓄熱設備容量            なし 

（イ）蓄熱専用計量装置の計量電圧     なし 

ク 発電設備 

（ア）非常用発電設備 ディーゼル機関発電装置１φ３w（単三）210,105V15kVA（力率 1.0） 

（イ）常用発電設備            太陽光発電設備 単二 210V 

ケ アンシラリーサービス料金対象容量   なし 

コ 契約受電設備             別紙１（単線結線図）のとおり 

（２）契約電力、予定使用電力量 

ア 契約電力 

（ア）契約電力（常時電力）        153kW 

その 1 月の 30 分最大需要電力と前 11 月の 30 分最大需要電力のうち、いずれか大き

い値をその 1月の契約電力とする。 

（イ）契約電力（予備電力）        なし 

□ 常時供給設備等の補修又は事故により生じた不足電力の補給にあてるため、常時供

給変電所から常時供給電圧と同位の電圧で、予備電線路により受電する。 

□ 常時供給設備等の補修又は事故により生じた不足電力の補給にあてるため、常時供

給変電所以外の変電所から同位の電圧で、予備電線路により受電する。 

イ 予定使用電力量            309,022kWh 

（令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月 31日までの使用量見込み） 

ただし、実際に契約期間中に使用される電力量は、この値を上回り、または下回ること

ができるものとする。また、その予定使用状況については次の各電力使用実績のとおり

とする。 

（ア）各月の電力使用実績（最大需要電力、使用電力量）  別紙２のとおり 

（イ）自家発電設備停止時の補給電力使用実績       なし 

（３）契約期間 

令和 5年 4月 1日 0時から令和 6年 3月 31日 24時まで 

（令和 5年 4月計量日から令和 6年 4月計量日の前日まで） 

（４）需給地点 

■ 需要場所構内に本市が設置した引込高圧開閉器電源側接続点（引込） 



（５）電気工作物の財産分界点 

 需給地点に同じとする。 

（６）保安上の責任分界点 

 需給地点に同じとする。ただし、取引用計量装置は託送者の責任とする。 

（７）計量日及び計量 

ア 各月の計量日は供給者との協議によりあらかじめ定めた日とする。 

イ 計量期間は前月計量日の 0時から当月計量日の前日の 24時までとする。 

ウ 計量は供給者が設置する計量装置により記録された値によるものとする。 

エ 計量日を 1 日以外の任意の日に定めた場合、契約期間の期首及び期末の計量及び計量期

間の取り扱いについては協議によりあらかじめ定めることとする。 

（８）電気料金の算定期間 

 電気の使用に対する代金（以下「電気料金」という。）の算定期間は、前月の計量日から当

該月の計量日の前日までの期間とする。ただし、計量日を 1日以外の任意の日に定めた場合、

契約期間の期首から直後の計量日の前日までの期間、また直前の計量日から契約期間の期末

までの期間の取扱いについては協議によりあらかじめ定めることとする。 

（９）料金制度 

ア 料金制度は、基本料金と電力量料金に基づく二部料金制など供給者にて設定することが

できるものとする。 

イ 供給者は、その 1 月の平均力率により料金の割引、及び割増を行うことができるものと

する。 

ウ 供給者は、電気料金の算定の基礎となる燃料費等の変動により電力料金単価を変更する

必要が生じた場合は、その変動額に応じた料金の割引、及び割増（燃料費調整単価）を行

うことができるものとする。 

エ 再生可能エネルギー発電促進賦課金については、供給者が定める約款の規定によるもの

とし、供給者は、その代金を請求することができるものとする。ただし、入札価格の算定

には、考慮する必要はないものとする。 

オ アンシラリーサービス料金については、供給者が定める約款の規定によるものとし、供

給者は、その代金を請求することができるものとする。ただし、入札価格の算定には、考

慮する必要はないものとする。 

（10）平均力率 

ア 平均力率の算定は、その月の午前 8時から午後 10時までの時間における平均の力率とす

る。単位は％とし、小数点以下第 1 位を四捨五入する。（瞬間力率が進み力率となる場合

には、その瞬間力率は 100％とする。） 

イ 平均力率の算定式は次のとおりとする。 

 平均力率 ＝ 有効電力量 ／ √（（有効電力）²＋（無効電力量）²） 

ウ 契約期間における当該施設の予定平均力率は 100％とする。 



３ 一般事項 

（１）注記事項 

ア 供給者は、仕様書に明記の無い場合又は疑いを生じた場合においては、監督員と協議する。 

イ 供給者は、仕様書によることが困難又は不都合な場合は、監督員と協議する。 

ウ 供給者は、当該契約内容を変更しようとする場合は、監督員と協議のうえ、その承諾を得

る。 

エ 供給者は、本市が締結する別契約の関係業務について監督員の指示により、当該関係者と

協力し業務の円滑な進捗を図る。 

オ 供給者は当該契約に関する業務に伴い、廃材、塵、配線屑等が発生した場合は、そのすべ

てを構外に搬出し、関係法令などに従い適切に処理する。 

（２）連絡体制 

供給者は当該契約締結後速やかに次の内容を記した書類を代表者の記名押印の後、監督員に

提出すること。 

ア 緊急時の連絡体制及び作業体制表 

イ 当該契約担当者名、組織図及び連絡先 

ウ 協議窓口の所在地 

（３）報告 

供給者は計量装置の検針結果をその都度、監督員に報告する。また、当該契約にかかわる不

測の事態が発生した場合などについても早急に監督員に報告し、その指示を受けて調整を行う。 

なお、報告は監督員の承諾を受けた場合を除き、原則として書面にて行う。 

（４）検査 

ア 供給者は、当該契約の内容が完了したときは、検査員の検査を受けなければならない。 

イ 前項の規定により難い場合は、検査員の指示により、中間検査とすることが出来る。 

（５）資料の提供 

ア 供給者は、電力の使用及び電気料金に関する資料を監督員から求められた場合は、速やか

に応じなければならない。 

なお、資料の様式及び提出方法については監督員の指示による。 

イ 供給者は、契約期間の終了に伴い契約期間中の月次毎の契約電力、最大需要電力、使用電

力量等を書面で監督員に提出すること。 

なお、様式及び提出方法については監督員の指示による。 

 

４ その他 

（１）暫定運用について 

通信工事が契約開始までに完了しない場合、通信工事が完了するまでの間については、同時

同量データを運用できない恐れがあるため暫定運用が供給開始の条件となる。 

 

（２）設備の状況及び変更等 

当該契約期間中における需要施設の変更等における技術的な協議については、監督員、電気

主任技術者、供給者及び託送者の 4者によることとし、その決定については 4者の合意による

ものとする。 



（３）負担金等 

供給点変更などに伴う需要施設を除いた託送者設備の工事に係る費用の負担については、原

則として託送者の電気供給約款等に準ずるものとする。また、需要施設の工事、保守点検作業、

不慮の事故等に伴う託送者区分開閉器操作などの電力会社の作業に係る費用は、すべて供給者

の負担とする。 

（４）取引用計量装置 

最大電力及び使用電力量を計量する取引用計量装置（計器用変成器、積算電力量計、遠隔検

針装置などの供給電力の検針に係るすべての設備を含む。）の設置、取替え、移設、並びに撤

去の必要が生じた場合には、その作業及び費用負担は本市の責に帰すべき事由による場合を除

き原則として供給者が行うものとし、その機器類についての保安上の責任はすべて供給者とす

る。ただし、設置場所は需要施設の施設内を無償で貸与する。また、遠隔検針の通信に係る一

切の費用についても、すべて供給者の負担とする。 

（５）送電の停止 

供給者は、電力会社の都合等により契約期間中にやむを得ず当該施設への送電を一時停止す

る必要が生じた場合には、事前に監督員、電気主任技術者と充分な協議を行い、監督員の承諾

を得るものとする。また、電力会社設備の不慮の事故等に伴う当該需要設備への送電停止の際

には、供給者は速やかに監督員、電気主任技術者へその原因、状況、復旧予定などの関連情報

を連絡すること。 

（６）緊急時の対応 

事故等による送電停止などの緊急時には、監督員、電気主任技術者から供給者に確実に連絡

がとれ、現地での復旧作業などの対応が早急に可能な体制を常時設置すること。また、災害等

による送電停止時には、前述の体制で監督員、電気主任技術者、託送者と協議のうえ、復旧作

業に協力を行うこと。 

（７）協議窓口 

当該契約期間中における本市と供給者との契約条件、契約内容変更、需要施設の設備の変更

等に伴う協議窓口は、原則として京都市内とする。ただし、監督員の承諾を得た場合はこの限

りではない。 

 

５ 特記事項等 

（１）使用電力量の増減予定 

当該契約期間内において、当初予定している使用電力量が大幅増減する予定はない。 

（２）計画的な設備改修の予定 

当該契約期間内において、大幅な既存電気設備の変更工事、電力引込の変更を伴う工事、大

規模な仮設電源の供給の計画はない。ただし、災害、緊急性を伴う公共事業、その他予測不可

能な事態が発生した場合はこの限りではない。 

（３）施設の全体停電予定 

自家用電気工作物の年次精密点検のため、毎年 1回、休業日の 9時頃から 17 時頃までの間、 

施設全体停電を行う予定である。 





 

（別紙２） 

山科区役所 

 最大電力（ＫＷ） 使用電力量（ＫＷｈ） 

令和４年  １月 １３７ ２９，０６１ 

      ２月 １３６ ２７，７０１ 

      ３月 １３２ ２４，９３２ 

      ４月 ９２ １７，９６４ 

  ５月 １３１ １６，３３０ 

      ６月 １４４ ３３，４６３ 

      ７月 １４４ ３５，９２６ 

      ８月 １５３ ３５，３４５ 

      ９月 １４７ ３２，５７１ 

     １０月 １３４ １６，４８７ 

     １１月 ６９ １６，０７２ 

令和３年 １２月 １３２ ２３，１７０ 


